
◆背景

• 人口減少による料金収入の伸び悩み等により、現行料金では安定した経営活動を維
持できなくなるため、水道と下水道の料金改定（値上げ）を見込んでいた。

• 料金改定による利用者の負担を軽減するため、経費削減の観点から、上下水道の組
織統合を行うこととし、併せて、統合を円滑化するため下水道事業の法全部適用を
行うこととした。

◆具体的内容

• 地方公営企業法のうち財務規定のみが適用されていた下水道事業について、同法を
全部適用した。

• 上下水道の組織で共通する総務・営業・工事部門を統合した。

◆効果

• 組織統合に先立ち下水道事業に同法を全部適用することにより、人事管理などの業
務について水道事業と同一の規定が適用されることとなり、両事業の統合を円滑化
した。

• 組織統合により窓口業務を一本化したことで、申請手続などが1か所で済むなど市民
や業者へのサービスが向上した。

• 上下水道事業の意思決定機能を統合したことで、工事を同時施行するなど、両事業
を一元的かつ計画的に推進することが可能となった。

• 出納金融機関の一本化など、資金管理を一元化したことで、収入時や支払時の事務
処理が簡略化された。

• 組織統合に伴い職員配置の見直しを行った結果、人件費等の経費が削減された（▲
約91,146千円/年）。

• 平成20年11月に組織再編の検討開始。

• 平成21年3月に組織統合に係る基本方針を決定。

• 平成22年4月に組織統合を実施。

• 統合にあたっては、総務・営業・工事の各部門ごとに複数名の担当者で事務打ち合
わせを実施した。

• 住民への説明として、平成21年度に広報誌で周知を行った。

【青森県弘前市】
上下水道の組織統合

青森県弘前市上下水道部総務課

• 通帳を1つで管理することで事務処理が簡略化さ
れるメリットもあるが、反対に、通帳を見ただ
けでは水道・下水道それぞれの残高が把握でき
ないといったデメリットもあるため、区分経理
において留意すべきである。

• 行政区域内人口 166,385人（令和4年1月1日時点）
• 行政区域内面積 524.2km2（令和4年1月1日時点）
• 給水人口 161,601人（令和3年度決算）
• 処理区内人口 160,980人（令和3年度決算）

その他

●公営企業情報

●今後の展望

●取組のスケジュール

水道事業・下水道事業

●取組の概要

●取組のポイント

水道及び下水道の料金改定に伴う経費削減策として、下水道事業の法全部適用と上
下水道の組織統合を行った。

◆総事業費

【統合前】

・水道部 総務課

工務課

浄水課

・都市整備部

下水道総務課

下水道建設課

下水道施設課

【統合後】

・上下水道部 総務課

営業課

工務課

上水道施設課

下水道施設課

統合イメージ

なし
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◆背景

• 平成27年5月に下水道法が改正され、維持修繕基準の創設と施設の設置及び機能の
維持に関する中長期的な方針を事業計画へ記載することとなった。

• さらに、法改正の財政支援として「下水道ストックマネジメント（以下SMと呼ぶ）
支援制度」が平成28年度から創設され、下水道施設を一体的に捉えたストックマネ
ジメント計画策定と、その計画に基づく調査・点検、改築更新が交付金で措置され
ることとなった。

◆具体的内容

• 市町村と県による「マンツーマン方式」による個別勉強会を開催した。

説明会方式とせず、マンツーマン方式で県と市町村の担当者が一緒に理解しながら

県が作成したSM計画書の統一のひな形を参考に計画の作成を支援。

◆効果

• 個別勉強会（平成28年までに15件開催）の取組により、平成28年度中に全市町村で
SM計画書の策定が完了した。(SM通信簿（H29.2月時点）で全国1位）

• 計画を直営で作成することで自分たちが運営する下水道事業を把握し、「持続可能
な下水道事業」とするためにやるべきことへの意識が高まった。 • 平成28年度に「下水道ストックマネジメント支援

制度」が創設され、県主催の勉強会を開催。

• 平成30年度までに下水道事業を実施する全市町村
で策定が完了。

• 個別勉強会の会場を県庁舎でなく、役場（ホーム）で行うことで落ち着いて取り組
めるとともに不足書類があった時などは直ぐに対応できるなど、効率的に策定を進
めることが出来た。

• 自分たちで手を動かして何かに気づいてもらうために直営とした。

【福島県】
福島県におけるストックマネジメント策定支援の取組

福島県土木部下水道課

• 計画策定により、資金需要の概略を把握するこ
とができたが、厳しい財政状況の中、計画書を
事業経営に活かし、財源の確保とさらなる経費
の圧縮を図り、持続可能な下水道事業を目指す。

• 行政区域内人口 1,525,923人（令和4年1月1日時点）
• 行政区域内面積 6,871km2（令和4年1月1日時点）
• 処理区域内人口 907,228人（令和3年度決算）

その他

計画策定イメージ

●公営企業情報

●今後の展望

●取組のスケジュール

下水道事業

●取組の概要

●取組のポイント

下水道施設の老朽化による更新需要の増大などの課題に対応し、持続可能な下水道
事業を実現するため、市町村へ下水道ストックマネジメント計画策定の支援を行っ
た。

◆総事業費 なし（直営で実施したため事務費のみ。）

「マンツーマン方式」による個別勉強会
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◆背景

• 市長部局で実施する下水道事業について、公営企業の経営基盤の強化や財務マネジ
メントの向上等の観点から、公営企業会計を適用するとともに、更なる経営効率化
を図る必要があった。

• 水道事業・ガス事業においては、昭和42年度にガス水道局を創設し、複数事業に一
の管理者を設置していたが、下水道事業においても地方公営企業法適用に際し、同
様の経営効率化を図るため、令和元年度に企業局へ統合することとした。

◆具体的内容

• 経営の効率化等を図るため、複数事業を統合し、一の管理者の下での運営とするこ
ととした。

• 水道管及びガス管を新設・更新する際に、同一溝へ両管を布設する同時施工工事を
実施した。

◆効果

• 同時施工により、建設費が削減された（個別工事の場合と比較し3割程度削減）。

• 個別工事に比べ管を布設する際の掘削幅を縮小できるため、産業廃棄物の排出量や
埋戻土、舗装材の使用量が削減された。

• 同時施工により、騒音、振動及び交通支障が生じる期間を短縮できるため、周辺住
民への負担が軽減された。

• 水道・ガス・下水道事業を通じた一の管理者の設置により、事業間の工事調整がし
やすくなるなど、工事計画の策定が効率化された。

• 平成27年5月頃に下水道事業の地方公営企業法適用
の検討を開始し、平成31年4月に企業局へ統合。

• 業務の効率化を図るため、同一の会計システムを導入した。

• スムーズな統合を図るため、下水道事業の職員に対し、公営企業会計に関する研修
を実施した。

【千葉県習志野市】
複数事業を通じた管理者の設置・同時施工による効率化

千葉県習志野市企業局業務部公営企画課

• 下水道管は性質上、同一溝への布設は困難である
が、管埋没後のアスファルト舗装時に一括実施す
るなど、統合メリットを活かしていく。

• 管路の一元管理及び窓口一元化のため、今後は3事
業のマッピングシステム（管路管理システム）の
統合を検討する。

• 行政区域内人口 176,311人（令和4年1月1日時点）
• 行政区域内面積 20.97km2（令和4年1月1日時点）
• 給水人口 110,947人（令和3年度決算）
• 処理区域内人口 167,287人（令和3年度決算）
• 供給戸数 81,638戸（令和3年度決算）

工事イメージ

●公営企業情報

●今後の展望

●取組のスケジュール

●取組の概要

●取組のポイント

経営効率化を図るため、複数事業を通じた管理者を設置するとともに、水道管及び
ガス管の新設・更新工事を同一溝で実施することにより、同時施工を可能とした。

◆総事業費 下水道事業統合に係る事業費として

システム統合経費：約22,400千円、執務室統合経費：約1,600千円

その他

掘削幅
A＋ A ＞ B

ガス管 水道管

B

同時施工

ガス管

A

水道管

A

個別工事

水道事業・下水道事業
・ガス事業
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◆背景

• 公営企業の「見える化」の推進、経営戦略の策定、病院の経営形態の見直しが求め
られる中、ノウハウの横展開や共有することが必要であった。

• この状況に対応するため、広域行政機関として、県内市町全体の公営企業等の財政
状況等を把握し支援につなげる取組を行うこととした。

◆具体的内容

• 財政状況等について的確に毎年度の実状を把握するため、副市町長に対する市町状
況ヒアリング及び財政部局に対する財政状況ヒアリングを実施している。

• 各公営企業において、必要な知識の習得や円滑な事務の遂行等につなげるため、研
修会等を開催している。

• 各公営企業の在り方を見直す契機とするため、事業別の団体間比較を容易にする情
報の共有化を実施している。

◆効果

• 公営企業の現状や課題について、副市町長や財政部局に市町全体の課題として捉え
てもらい、公営企業の経営基盤強化に向けて、現状や課題を共有することができた。

• 公営企業の喫緊の課題に対応した勉強会等の開催や、他団体と比較可能な経営指標
の提供により、市町が各公営企業の在り方を見直すに当たっての検討材料を充実さ
せると共に、現行の経営手法を再検討する契機ともなっている。

• 平成30年頃から運用開始。

• 毎年10月～11月頃にヒアリングを実施。

• 各事業ごとに必要に応じて研修を実施。

• 公営企業の経営状況は、市町財政全体に影響を及ぼしうるものであることから、ヒ
アリング等による指導・助言を通じ、公営企業のみに留まらず、市町全体として公
営企業の現状や課題を共有するように努めている。

• 病院事業では、経営形態による交付税措置の違いやイニシャルコストの財源調達方
法など、県独自による検討のポイントを解説することに加え、指定管理者と地方独
立行政法人の2事例について実務に携わった職員を講師として招き、講義だけに止ま
らず、質疑や意見交換に重きを置いた勉強会とする。

【兵庫県】
市町公営企業に対する総合的支援の実施

兵庫県総務部市町振興課

• 各公営企業が現状を的確に分析・把握し、課題
解決に向けた取組を行うことが必要であるため、
県において把握しうる情報を、市町として活用
できる形で積極的に提供し、適宜指導・助言を
実施していくことが必要。

• 今後も各事業別にニーズに対応した研修等を実
施する上で、これまでの研修内容を踏襲するだ
けでなく、より実務を行う上で効果的な内容と
なるよう、国からの助言や関係事業課や関係機
関との連携により、開催。

• 各事業別の団体間比較を容易にするため、主要
な経営指標を地図化し提供情報提供による「見
える化」の推進。

• 行政区域内人口 5,488,605人（令和4年1月1日時点）
• 行政区域内面積 8,400.94km2（令和4年1月1日時点）
• 給水人口 8,215,129人（令和3年度決算）
• 処理区域内人口 5,245,604人（令和3年度決算）
• 許可病床 7,819床（令和3年度決算）

●公営企業情報

●今後の展望

●取組のスケジュール

●取組の概要
各公営企業が将来にわたり住民生活に必要なサービスを安定的に提供していくため、
広域的な地方公共団体として、県内市町全体の財政状況並びに公営企業の財政状況
等を的確に把握し、公営企業全般及び個別事業毎に必要な支援を総合的に展開して
いる。

その他

●取組のポイント

水道事業・下水道事業
・病院事業
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◆背景

• 本市の水道事業及び下水道事業は、水需要の減少が継続する中、施設の更新・改良
事業、耐震化・強靭化事業が求められるとともに、人口減少社会の到来による水道
料金・下水道使用料収入の減少が見込まれる厳しい経営環境にあった。また、団塊
の世代の大量退職以降、技術の継承という観点からも厳しい状況にあった。

• こうした経営環境の変化に対応し、将来にわたって持続的にサービスを提供してい
くため、下水道事業に地方公営企業法を全部適用した上で、水道事業と下水道事業
を組織統合して上下水道局とし、上下水道事業管理者を設置することとした。

◆具体的内容

• 合併入札、財務会計システムの統合、上下水道管路システムの統合、窓口の一元化
等を実施し、事務処理を効率化した。

• 総務・経理部門などの共通業務を集約化するとともに、人員配置の適正化を行った。

• 上下水道局独自の職員採用、水道事業・工業用水道事業・下水道事業間での人事交
流を行った。

◆効果

• 事務処理の効率化により経費が削減された（工事請負費・委託料等▲約122,732千円
/平成26～29年度の4か年）。

• 集約により組織がスリム化（1課削減）し、職員数が削減された（人件費▲約15,610
千円/平成26～29年度の4か年）。

• 人事交流により、技術の継承と業務水準の向上に繋がった。

• 平成21年4月 下水道事業に地方公営企業法を一部
適用（財務適用）。

• 平成26年4月 下水道事業に地方公営企業法を全部
適用した上で、水道事業と組織統合し、上下水道
事業管理者および上下水道局を設置。

• これまで複数の窓口で行ってきた水道事業及び下水道事業における相談や申請等の
窓口を集約化することにより、利用者の利便性の向上に繋がった。

• 水道料金・工業用水道料金・下水道使用料に関する業務を営業課（水道サービスス
テーション）の窓口に一元化するワンストップサービスにより、利用者の利便性の
向上に繋がったほか、適正な債権管理が可能となった。

【兵庫県伊丹市】
上下水道事業を通じて一の管理者を設置する取組

兵庫県伊丹市上下水道局経営企画室経営企画課

• 水需要動向を注視しながら上下水道サービスの安
定的、持続的提供に向けて収入の確保と支出の抑
制に取り組み、更新需要に対応するため、適切な
維持管理のもとで既存施設の長期使用を図りつつ、
計画的・効率的に施設の改築･更新を行う。

• 行政区域内人口 202,978人（令和4年1月1日時点）
• 行政区域内面積 25.00km2（令和4年1月1日時点）
• 給水人口 202,505人（令和3年度決算）
• 処理区域内人口 202,503人（令和3年度決算）

その他

組織統合のイメージ

●公営企業情報

●今後の展望

●取組のスケジュール

水道事業・下水道事業

●取組の概要

●取組のポイント

今後の経営環境の変化に対応し経営基盤を強化するため、水道事業及び下水道事業
を組織統合し、経営の一元化を行った。

◆総事業費 なし
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◆背景

• 市が行う上下水道事業に付随し、浄化センターの中央操作や給水装置工事の審査・
検査補助などを担う(一財)北九州上下水道協会（以下「協会」という。）と市との
間には出資関係がなく、市は協会の経営等に関与できないという課題があった。

• 一方、今後の上下水道事業の多様な展開（広域化、海外事業等）を考慮すると、市
単独で協会の業務を担うことには限界があり、協会に対し市のガバナンスを及ぼし
つつ、民間のノウハウを生かして業務を実施できる組織体制が必要となっていた。

• この状況に対応するため、協会を市が出資する外郭団体に移行することとした。

◆具体的な内容

• 協会を官民が出資する外郭団体に移行した（出資割合：市54%（5,400万円）・民
間46%）。

• 機関の組織構成としては、取締役4名（うち市1名）、監査役2名（うち市1名）とし
た。

◆効果

• 市の関与を強めることにより、基幹的業務の安定及び効率的な事業体制を確保した。

• 市議会への業務報告や出資団体への監査等が義務付けられることで、多面的チェッ
ク体制を確保した。

• 市のガバナンスを強化しつつも、引き続き市との関係や民間のノウハウを生かして、
海外水ビジネス案件のコーディネート・支援や国際交流などを実施することができ
た。

• 平成24年度に協会のあり方を検討。

• 平成26年度に協会の外郭団体への移行を検討。本
市外郭団体総合調整委員会において外郭団体設立を
承認。2月市議会（常任委員会）において市外郭団
体設立を報告。

• 平成27年度に(株)北九州ウォーターサービスを設立。

• 平成28年度から事業開始。

• 市が半数以上の出資をすることで、経営等に関与でき、市との関係が明確になるこ
とで団体の信用度が増し、水道事業の広域化や海外水ビジネスなどの事業展開に期
待ができる。

• 民間が出資し、民間の有する技術力や創造性を積極的に導入することで、公と民と
のシナジーが期待できる。

【福岡県北九州市】
官民の出資による上下水道事業の新会社設立

福岡県北九州市上下水道局総務経営部経営企画課

その他

(株)北九州ウォーターサービスの事業領域

●公営企業情報

●今後の展望

●取組のスケジュール

水道事業・下水道事業

●取組の概要

●取組のポイント

市のガバナンスのもと事業展開ができるよう、株式の半数以上を市の出資による新会社
（(株)北九州ウォーターサービス）を官民で設立した。

• 市出資による信頼性を利用し、水道事業の広域化や
海外水ビジネスなどの新たな事業展開を検討する。

連携し共に事業を推進

• 行政区域内人口 972,433人（令和4年3月31日時点）
• 行政区域内面積 494.74km2 （令和4年3月31日時点）
• 給水人口 968,095人（令和3年度決算）
• 処理区内人口 930,114人（令和3年度決算）
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◆背景

• 本市では、第三次総合計画を実現していくために財政計画が策定されたものの、大
きなプロジェクトを抱え、厳しい財政状況の中で人件費等の経常経費のコスト削減
は大きな課題のひとつであった。

• こうした状況に対応するため、「那覇市経営改革アクションプラン」が策定され、
組織・定数の改革として上下水道事業の組織統合が位置づけられた。

◆具体的内容

• 組織統合に当たり、下水道管理室、下水道建設課を廃し、新設する課は下水道課の
みとしたが、水道事業、下水道事業に共通する業務を所管する総務課に契約検査担
当として2名、財政課に2名、料金課に3名の下水道支弁職員を配置した。

• 窓口受付業務等の一元管理を図るため、平成19年度（組織統合の2年後）に配水課
の給水工事係と下水道課の排水設備係を統合し給排水設備課を新設した。

◆効果

• 職員定数削減により、人件費を削減した（職員数：▲5人、人件費等：▲40,000千円
/年）。

• 地方公営企業法を適用し公営企業会計の会計処理を行うことで、経営状況が明確に
なり、コスト意識が向上したことから、効果的・効率的な組織運営が可能となった。

• 平成13年5月に「上下水道組織統合検討委員会」
を設置

• 平成17年4月に下水道事業に地方公営企業法を適
用、水道事業との組織統合を実施。

• 組織統合時（平成17年）、水道・下水道事業ともに国庫補助を受けた事業を主に実
施していたが、水道事業は厚生労働省、下水道事業は国土交通省と所管省庁が異
なっていたため、工事関係担当課については従前の組織体制を維持した。

【沖縄県那覇市】
上下水道事業の組織統合

水道局 総務課 上下水道局 総務課
企画経営課 企画経営課
財政課 財政課
料金課 料金課
管理課 管理課
配水課 配水課
工務課 工務課

契約検査課
市長事務部局 給排水設備課

下水道管理室 下水道課
下水道建設課

沖縄県那覇市上下水道局上下水道部企画経営課

• 組織統合から15年以上経過しているが、引き続
き市行財政の健全化に取り組む必要があるため、
今後も効果的・効率的な組織運営のあり方につ
いて検討していく。

• 行政区域内人口 318,339人（令和4年1月1日時点）
• 行政区域内面積 4,142km2（令和4年1月1日時点）
• 給水人口 314,159人（令和3年度決算）
• 処理区域内人口 311,725人（令和3年度決算）

その他

組織統合イメージ

●公営企業情報

●今後の展望

●取組のスケジュール

●取組の概要

●取組のポイント

人件費等の経常経費の削減のため、市長事務局の下水道事業と水道局の水道事業の
組織統合を行った。

◆総事業費 公営企業会計システム開発費 約32,000千円

水道事業・下水道事業

127


	04下水道事業（表紙）
	04下水道事業（本体）r2
	0402152170（妙高市）水道事業・下水道事業・ガス事業（民営化等・包括委託）妙高市ガス事業譲渡及び上下水道事業包括的民間委託
	0404012041（旭川市）下水道事業（広域化等）公共下水道の汚水処理の共同化（広域処理）
	0404016438（幕別町）下水事業（広域化等）公共下水道の流域下水道への編入・接続
	0404024058（六戸町）下水道事業（広域化等）公共下水道の流域下水道への編入・接続
	0404028789（津軽広域連合）下水道事業（広域化等）汚水処理施設共同整備事業（MICS）
	0404042072（名取市）下水道事業（広域化等）農業集落排水事業大曲処理区の流域下水道への編入・接続
	0404050008（秋田県）下水道事業（広域化等1）県・市町村共同による生活排水処理事業運営の効率化
	0404050008（秋田県）下水道事業（広域化等2・PPPPFI）秋田県県北地区広域汚泥資源化事業
	0404092029（足利市）下水道事業（広域化等）農業集落排水施設の統廃合
	0404110001（埼玉県）下水道事業（広域化等）県､市町村、県下水道公社による下水道事業の広域連携の推進
	0404132012（八王子市）下水道事業（広域化等）八王子市単独公共下水道の流域下水道秋川処理区への編入
	0404142069（小田原市）下水道事業（広域化等）公共下水道の流域下水道への編入
	0404162108（南砺市）下水道事業（広域化等）農業集落排水処理区の流域下水道への接続
	0404200000（長野県）下水道事業（広域化等）下水道公社による維持管理の広域化
	0404202011（長野市）下水道事業（広域化等）千曲川流域下水汚泥処理事業の共同化
	0404202193（東御市）下水道事業（広域化等）東御市下水道施設の統廃合事業の推進
	0404203882（宮田村）下水道事業（広域化等）農業集落排水施設の公共下水道への統合
	0404232114（豊田市）下水道事業（広域化等）農業集落排水事業の流域関連公共下水道への編入
	0404232220（東海市）下水道事業（広域化等）下水汚泥処理の共同化
	0404242144（いなべ市）下水道事業（広域化等）農業集落排水の公共下水道（流域下水道）への編入・接続
	0404270008（大阪府）下水道事業（広域化等）大阪府における単独公共下水道の流域下水道への編入
	0404272141（富田林市）下水道事業（広域化等）南河内4市町村による下水道事務広域化
	0404273210（豊能町）下水道事業（広域化等）地域し尿処理区域の公共下水道区域への編入・接続
	0404282103（加古川市）下水道事業（広域化等）農業集落排水と公共下水道の接続等経営健全化に向けた取組
	0404312029（米子市）下水道事業（広域化等）近隣市町村間における汚水処理の受託・委託
	0404331007（岡山市）下水道事業（広域化等）公共下水道の流域下水道への編入・接続
	0404412015（佐賀市）下水道事業（広域化等）下水道事業における処理区域の見直しに伴う浄化槽への転換
	0405062073（上山市）下水道事業（指定管理）浄水センターへの指定管理者制度の導入
	0406012025（函館市）下水道事業（包括委託）終末処理場等の維持管理業務における包括的民間委託の導入
	0406014028（岩内町、共和町）下水道事業（包括委託）下水道終末処理場における包括的民間委託の導入
	0406022071（三沢市）下水道事業（包括委託）三沢市浄化センターの運転管理への包括委託の導入
	0406033219（紫波町）下水道事業（包括委託）公共下水道終末処理場運転管理包括的民間委託
	0406043621（山元町）水道事業・下水道事業（包括委託）上下水道事業における包括的民間委託
	0406062031（鶴岡市）下水道事業（包括委託）下水道施設の包括的維持管理
	0406122173（柏市）下水道事業（包括委託）公共下水道の包括的予防保全型維持管理業務委託
	0406122297（袖ケ浦市）下水道事業（包括委託）下水道施設維持管理業務への包括的民間委託の導入
	0406151009（新潟市）下水道事業（包括委託）管路施設の維持管理業務における包括的民間委託の導入
	0406172090（かほく市）水道事業・下水道事業（包括委託）上下水道事業における事業横断型の包括的民間委託
	0406212202（下呂市）下水道事業（包括委託）下水道施設管理業務への包括的民間委託の導入
	0406222101（富士市）下水道事業（包括委託）処理場と管路施設の一括包括的民間委託
	0406242039（伊勢市）下水道事業（包括委託）下水道事業における維持管理業務の包括的民間委託
	0406282022（尼崎市）下水道事業（包括委託）終末処理場等の包括的民間委託
	0406382060（西条市）下水道事業（包括委託）処理場・ポンプ場の包括的民間委託の導入
	0406413453（上峰町）下水道事業（包括委託）農業集落排水施設維持管理の包括的民間委託
	0406434035（大津町）下水道事業（包括委託）下水道処理施設の維持管理における包括的民間委託
	0406472051（宜野湾市）水道事業・下水道事業（包括委託）上下水道事業包括業務委託の導入
	0407012319（恵庭市）下水道事業（PPPPFI・GX）他事業連携によるバイオガス発電
	0407033219（紫波町）下水道事業（PPPPFI）PFI管理型浄化槽の整備
	0407040002（宮城県）水道事業・工業用水道事業・下水道事業（PPPPFI）上工下水道事業への一体的なコンセッション方式の導入
	0407062031（鶴岡市）下水道事業（PPPPFI・GX）下水道事業における消化ガスを活用した発電事業
	0407110001（埼玉県）下水道事業（PPPPFI・GX）汚泥消化・バイオガス発電システム導入
	0407113425（嵐山町）下水道事業（PPPPFI）PFI方式による嵐山町管理型浄化槽整備推進事業
	0407122190（市原市）下水道事業（PPPPFI・GX）固形燃料化施設による下水汚泥のエネルギー利用
	0407130001（東京都）下水道事業（PPPPFI）PFIの導入による森ヶ崎水再生センター常用発電事業
	0407221007（静岡市）下水道事業（PPPPFI・GX）下水処理場への下水汚泥の固形燃料化施設の導入
	0407221309（浜松市）下水道事業（PPPPFI）浜松市公共下水道終末処理場（西遠処理区）運営事業
	0407230006（愛知県）下水道事業（PPPPFI・GX）汚泥処理、バイオガス利活用でのPFI手法の導入
	0407232017（豊橋市）下水道事業（PPPPFI・GX）豊橋市バイオマス資源利活用施設整備・運営事業
	0407260002（京都府）下水道事業（PPPPFI・GX）民間ノウハウの活用による下水汚泥固形燃料化事業
	0407272141（富田林市）下水道事業（PPPPFI）不明水対策としての下水道管きょ長寿命化PFI事業
	0407352012（下関市）下水道事業（PPPPFI・GX）バイオマスの活用（民設民営方式による消化ガス発電）
	0407362085（三好市）下水道事業（PPPPFI）PFIによる公共浄化槽（市町村設置型）の整備
	0407392065（須崎市）下水道事業（PPPPFI）公共施設等運営事業（コンセッション事業）の導入
	0407431001（熊本市）下水道事業（PPPPFI）下水汚泥固形燃料化事業
	0408033219（紫波町）下水道事業（DX）下水道事業施設等に係る緊急通報装置のクラウド化
	0408130001（東京都）下水道事業（DX）下水道台帳情報システムを活用した効率的な維持管理と再構築
	0408132098（町田市）下水道事業（DX）単槽型硝化脱窒プロセスのICT・AI制御による高度処理
	0408141305（川崎市）下水道事業（DX）アセットマネジメント情報システムの構築
	0408221309（浜松市）水道事業・下水道事業（DX1）ウェブサイト「すいすいクラブ」による広報活動
	スライド番号 1

	0408221309（浜松市）水道事業・下水道事業（DX2）クラウドサービスを活用した情報システム再構築事業
	スライド番号 1

	0408252018（大津市）水道事業・下水道事業・ガス事業（DX1）映像通話システムの導入
	スライド番号 1

	0408252018（大津市）水道事業・下水道事業・ガス事業（DX2）水道・ガス・下水道の使用料金照会システムの導入
	スライド番号 1

	0408271403（堺市）下水道事業（DX）AI搭載のマンホールポンプクラウド監視システムの導入
	0408281000（神戸市）下水道事業（DX1）AIによる雨天時浸入水発生区域の特定
	0408281000（神戸市）下水道事業（DX2）下水道部署の窓口業務のDX
	0408422011（長崎市）下水道事業（DX）ICTを活用した下水処理場の統合監視システムの導入
	0409011002（札幌市）下水道事業（GX1）下水熱の歩道の融雪への活用
	0409011002（札幌市）下水道事業（GX2）汚泥焼却の廃熱の発電への活用
	0409062022（米沢市）下水道事業（GX）米沢浄水管理センターにおけるバイオガス発電設備の導入
	0409062031（鶴岡市）下水道事業（GX・その他）下水汚泥の堆肥（コンポスト）化
	0409092053（鹿沼市）下水道事業（GX）消化ガス発電事業（民設民営）
	0409130001（東京都）下水道事業（GX）下水熱の冷暖房への利用
	0409141305（川崎市）下水道事業（GX）汚泥焼却施設の再構築に合わせた高温焼却化
	0409142018（横須賀市）下水道事業（GX）汚泥焼却炉設備更新による温室効果ガスの削減
	0409182010（福井市）下水道事業（GX）下水道業務への電気自動車の導入
	0409202088（小諸市）下水道事業（GX）民間事業者による下水管内下水熱利用
	0409212016（岐阜市）下水道事業（GX）下水汚泥焼却灰中のリンの再生利用
	0409231002（名古屋市）下水道事業（GX）下水汚泥固形燃料化施設の整備
	0409232114（豊田市）下水道事業（GX）下水熱利用を「ミライのフツー」に
	0409281000（神戸市）下水道事業（GX）下水消化汚泥からのリン回収設備の導入
	0409332020（倉敷市）下水道事業（GX）バイオガス発電設備の導入
	0409382019（松山市）下水道事業（GX）固定価格買取制度を利用した下水汚泥消化ガス発電事業
	0409390003（高知県）下水道事業（GX）下水道汚泥消化施設の導入による消化ガス発電事業の実施
	0409412015（佐賀市）下水道事業（GX）佐賀市下水浄化センターにおける下水道資源の有効利用
	0409422029（佐世保市）下水道事業（GX）消化ガス発電設備の導入
	0409422053（大村市）下水道事業（GX）消化ガス発電事業の導入
	0409435317（苓北町）下水道事業（GX）苓北町堆肥センターにおける下水汚泥の堆肥化
	0409470007（沖縄県）下水道事業（GX）バイオガス発電を用いた脱炭素化に関する取組
	0410014311（浦臼町）下水道事業（会計適用）小規模団体における公営企業会計の適用
	0410033219（紫波町）下水道事業（会計適用）下水道事業の会計の一本化（財務適用）
	0410122297（袖ケ浦市）下水道事業（会計適用）委託業者を活用した下水道事業の会計統合（財務適用）
	0410122301（八街市）下水道事業（会計適用）公営企業会計の適用における公営企業会計適用債の活用
	0410206024（栄村）簡易水道事業・下水道事業（会計適用）小規模団体における公営企業会計の適用
	スライド番号 1

	0410232131（西尾市）下水道事業（会計適用）下水道事業の会計の一本化（全部適用）
	0410232319（田原市）下水道事業（会計適用）下水道事業（計4事業）の会計の一本化（全部適用）
	0410412091（嬉野市）下水道事業（会計適用）下水道事業の会計の一本化（全部適用）
	0411014290（栗山町）下水道事業（経営戦略）下水道事業経営戦略の改定
	0411033219（紫波町）下水道事業（経営戦略）下水道事業経営戦略の改定
	0411142115（秦野市）水道事業・下水道事業（経営戦略）「はだの上下水道ビジョン」の策定等（経営戦略の改定）
	0411242071（鈴鹿市）水道事業・下水道事業（経営戦略）上下水道事業の経営戦略の改定
	0411262064（亀岡市）水道事業・下水道事業（経営戦略）上下水道事業の一体運営を目指した経営戦略の改定
	0411271403（堺市）水道事業・下水道事業（経営戦略）「堺市上下水道事業経営戦略2023-2030」の策定（経営戦略の改定）
	0411412091（嬉野市）下水道事業（経営戦略）公営企業会計への移行を見据えた経営戦略の改定
	0412012343（北広島市）下水道事業（その他）法適用との同時進行による経営戦略策定
	0412022021（弘前市）水道事業・下水道事業（その他）上下水道の組織統合
	0412122165（習志野市）水道事業・下水道事業・ガス事業（その他）複数事業を通じた管理者の設置・同時施工による効率化
	0412280003（兵庫県）水道事業・下水道事業・病院事業（その他）市町公営企業に対する総合的支援の実施
	0412282073（伊丹市）水道事業・下水道事業（その他）上下水道事業を通じて一の管理者を設置する取組
	0412401005（北九州市）水道事業（その他2）・下水道事業（その他）官民の出資による上下水道事業の新会社設立
	0412472018（那覇市）水道事業・下水道事業（その他）上下水道事業の組織統合
	ADPCF5.tmp
	スライド番号 1





